
北海道開発局留萌開発建設部

特定企業 企業名：一般財団法人日本気象協会北海道支社
住 所：北海道札幌市中央区北４条西２３丁目
代表者：支社長 川上 俊一

決定日：令和５年３月２日

判断基準

技術力に
関する要
件

気象業務法第17条の予報業務許可事業
者であり、予報の対象とする区域に「北海
道」が含まれていること。
なお、上記以外の場合は特定しない。

○

法人の同
種又は類
似業務の
実績

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

平成25年度以降に業務の実績がある場
合は下記の順位で評価する。（令和4年度
完了予定の業務も対象とする）
① 同種業務の実績がある。
② 類似業務の実績がある。
③ 上記以外の場合は特定しない。

10

業務実施
体制に関
する要件

業務実施に必要な分担が的確に記載され
ている場合は評価する。
なお、下記に該当する場合は特定しない。
① 業務の分担構成が不明確又は不自然
な場合。

② 再委託の内容が主たる部分の場合、
再委託理由が記載されていない場合又
は不明確な場合。

③ 記載がない場合。

○

資
格
要
件

技
術
者
資
格

下記の順位で評価する。※１
① 気象予報士資格かつ技術士資格（総
合技術監理部門、建設部門又は応用理
学部門）を有する者。

② 気象予報士資格かつＲＣＣＭ（河川、
砂防及び海岸・海洋）を有する者。

③ 気象予報士資格を有する者。
④ 上記以外の場合は特定しない

10

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力

平成25年度以降に業務の実績がある場
合は下記の順位で評価する。（令和4年度
完了予定の業務も対象とする）
① 同種業務の実績がある。
② 類似業務の実績がある。
③ 上記以外の場合は特定しない。

10

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

下記の順位で評価する。
① 留萌開発建設部管内の業務実績あ
り。

② 道内（上記以外）の業務実績あり。
③ 上記に該当しない場合は加点しない。

10

配置予定
担当技術
者の資格
及び実績

資
格
要
件

技
術
者
資
格

気象予報士の資格を有する者が３名以上
記載されている。
なお、上記以外の場合は特定しない。 ○

令和5年3月2日

技術者資格及び
その専門分野の
内容 数値化

しない

配置予定
管理技術
者の資格
及び実績

技術者資格及び
その専門分野の
内容 ①１０

② ５
③ ０
④特定
しない

過去10年間の同
種又は類似業務
の実績の内容 ①１０

② ５
③特定
しない

過去10年間の当
該部局・周辺での
同種又は類似業
務の実績の有無

①１０
② ５
③ ０

業務分担及び業務実施体
制の妥当性 数値化

しない

過去１０年間の同
種又は類似業務
の実績の内容

①１０
② ５
③特定
しない

業務分担及び業務実施体
制の妥当性

数値化
しない

企画競争実施結果の公表について

１ 業務名：留萌開発建設部管内 防災気象情報提供

評価項目
評価の着目点 評価の

ウェート
（一財）日本気象
協会北海道支社



設備及び
システムに
関する要
件

本業務の実施に当たり、洪水予測システ
ムへの情報提供が可能となるために必要な
サーバー等の設備及びシステムを保有して
いる。
なお、上記以外の場合は特定しない。

○

目的、条件、内容の理解度が高い場合に
優位に評価する。 3

実施方針（予報資料の収集、解析、提
供）、予測作業フロー、緊急時の体制につい
て正確で信頼性が高い場合に優位に評価
する。

4

地域特性などの与条件との整合性が高い
場合に優位に評価する。 8

着目点、問題点、解決方法等が適切かつ
理論的に整理されており、本業務を遂行す
るにあたって有効性が高い場合に評価す
る。

10

実現性 提案内容を裏付ける類似実績などが明示
されている場合に優位に評価する。 8

１～３段階目の認定を取得（１及び２段階
目においては「評価項目３：労働時間等の
働き方」の基準を満たしていることが必要。）
している場合及び一般事業主行動計画（計
画期間が満了していないものに限る。）を策
定・届出をしており、かつ、常時雇用する労
働者が３００人以下である場合には優位に
評価する。
① １段階目： １
② ２段階目： ２
③ ３段階目： ３
④ 行動計画： ０．５
⑤ 記載なし： ０

3 3

「くるみん認定」（旧基準）、「くるみん認定」
（新基準）及び「プラチナくるみんの認定」を
取得している場合には優位に評価する。
① くるみん ： １
② プラチナくるみん： ２

2 ―

青少年雇用促進法に基づく認定（ユース
エール認定）を取得している場合には優位
に評価する。

2 ―

参考見積 提示した業務規模と大きくかけ離れている
か、又は提案内容に対して見積が不適切な
場合には特定しない。

○

76

※２ 複数の認定等に該当する場合は、最も配点が高い区分により加点を行う。

合 計 83

※１ 外国資格を有する技術者（我が国及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他建設市場が開放的であると認められる国等の業者
に所属する技術者に限る。）については、あらかじめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国土交通大臣認定（旧建設大臣の認定
者を含む。）（総合政策局建設振興課）を受けている必要がある。
なお、企画提案書の提出期限までに当該認定を受けていない場合にも企画提案書を提出することが出来るが、この場合、企

画提案書提出時に当該認定の申請書の写しを提出するものとし、当該業者が指名を受けるためには特定通知の日までに大臣
認定を受け、認定書の写しを提出しなければならない。

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス等の
推進に関
する指標
の適合状
況

女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律
に基づく認定（えるぼし認定
企業）

３

※
２

次世代育成支援対策推進
法に基づく認定（くるみん・
プラチナくるみん認定企業）

青少年雇用促進法に基づく
認定（ユースエール認定企
業）

業務コストの妥当性
数値化
しない

特定テー
マに対する
企画提案

特定テーマ
近年の気象状

況変化に対する
情報提供時の留
意点について

的確性
10

10

10

業務の遂行に必要となる設
備及びシステムの保有状
況 数値化

しない

実施方針・
実施フロー

業務理解度
5

実施手順

5


